











































































































































































































































































































































（10）　これらの点については、最高裁昭和59年 7 月17日判例地方自治 8号101頁道路
指定処分取消請求事件判決とその原審である東京高裁昭和57年 8 月26日判決および
第 1審判決である静岡地裁昭和56年 9 月18日判決参照。




























































































































































































　最高裁平成24年 2 月 9 日教職員国旗国歌訴訟（予防訴訟）判決（以下
集21巻 2 号312頁参照。
（16）　大阪高裁（差戻控訴審）平成14年10月16日裁判所ウェブサイト参照。























































































































（19）　最高裁平成24年 2 月 9 日民集66巻 2 号183頁判決、いわゆる教職員国旗国歌訴
訟（予防訴訟）判決の原審である東京高裁（控訴審）平成23年 1 月28日判決は、行




























































































































576　　早法 95 巻 3 号（2020）


















































































































































































582　　早法 95 巻 3 号（2020）
るかどうかという権益救済の実効性という合目的性の視点から、検討され
るべきであろう。
〔付記〕首藤先生退職記念号への寄稿は、早稲田大学出身者ではない私にと
って大変光栄である。私が2004年 3 月末日に北九州市立大学を辞職し、平成
国際大学に移籍した際に、当時の大宮法科大学院副学長であった宮澤節生先
生からのご紹介により、早稲田大学行政法研究会に参加させて頂いている。
今日まで、参加され続けられているのも、いうまでなく、首藤先生の優しい
人柄によるものであるが、ほかにかつて先生の「官僚制研究会」との接点か
ら感じた私なりの安心感によるものも多かった。同行政法研究会のみならず
日常生活においても先生から優しくご指導・ご鞭撻を賜った。首藤先生は、
本年 3月末日をもってご退職なされるが、これまで通りに行政法学の一層の
発展のために、何時もお元気でご活躍・ご指導下さるよう心から祈念してや
まない。
